
平成１８年１０月３日

警 察 庁

車庫証明申請受付業務について

ア 制度・業務の現状

① 業務の目的・概要及び具体的実施方法等

・ 業務の目的

自動車の保有者等に自動車の保管場所を確保し、道路を自動車の保管場所とし

て使用しないよう義務付け、道路使用の適正化、道路における危険の防止及び道

路交通の円滑化を図ることを目的とする。

・ 業務の概要

道路運送車両法第４条に規定する処分、同法第１２条に規定する処分（使用の

本拠の位置の変更に係るものに限る。）又は同法第１３条に規定する処分（使用

の本拠の位置に変更を伴う場合に限る。）を受けようとする者は、当該行政庁に

対して、警察署長の交付する道路上の場所以外の場所に当該自動車の保管場所を

確保していることを証する一定の書面を提出しなければならないこととされてい

る。

また、軽自動車である自動車を新規に運行の用に供しようとするときは、当該

自動車の保有者は、当該自動車の保管場所の位置を管轄する警察署長に、当該自

動車の使用の本拠の位置、保管場所の位置その他一定の事項を届け出なければな

らないこととされている。

・ 業務実施のフロー図

資料１のとおり。

・ 地方公共団体においてその職員である公務員等でなければならないとする特殊

事情

イ（ア）参照

② 業務実施に当たっての全体の組織体系

・ 組織図

資料２のとおり。

・ 警察署（事業所）数

１,２１５警察署

・ 配置人員

算定困難

③ 業務量に関する指標の実績

・ 業務処理件数

約１１，０００,０００件

（保管場所証明書交付件数及び軽自動車に係る保管場所届出受付件数の合計）
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・ 配置人員

算定困難

・ 関連予算額

算定困難

④ 業務の実施を規制する現行法令及び関連条項並びに規制の概況

・ 現行法令及び関連条項

自動車の保管場所の確保等に関する法律第４条第１項及び第５条

自動車の保管場所の確保等に関する法律施行規則第１条及び第２条

・ 規制の概況

イ（ア）参照

イ 公共サービス改革法に基づく官民競争入札等の対象とすることについての所見及び

措置の概要

(ｱ) 共通事項

法第４条第１項の規定による登録自動車に係る保管場所証明の申請及び法第５条

の規定による軽自動車に係る届出（以下「申請等」という。）の受付は、提出を受

けた申請書等の記載事項の不備の有無、保管場所の確保を証明する添付書類等が添

付されているか否か等を確認するにとどまらず、申請書等の記載内容に基づいて保

管場所が確保されているかどうかを一時的に判定し、申請書等に不備があった場合、

補正を求め、補正になじまない場合は証明書の交付を拒否するなど、実質的な判断

と一体不可分なものであり、申請者が提出した申請書等を単に物理的に受理する性

質のものではないことから、官民競争入札にはなじまない。

(ｲ) 国の行政機関等の公共サービス

Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ……該当なし。地方公共団体の事務である。

(ｳ) 地方公共団体関連の公共サービス

ｃ 規制改革等の措置は不可能又は不適当と考えるもの

イ（ア）参照

ウ 外部資源の活用状況

①～⑤該当なし。



□自動車の保管場所の確保に関する法律第４条第１項及び第５条に基づく業務実施フロー図

登録自動車の場合 軽自動車の場合

申請書の提出

申請書の審査

データ仮登録

現地調査

証明書交付

データ本登録

窓口における申請ＯＳＳによる申請

申請データの送信

審査結果通知

仮登録
取消し

補正指示

届出書の提出

書面審査

届出成立 届出無効

・保管場所証明
申請書
・保管場所使用
権原疎明書面
等

・保管場所届出
申請書
・保管場所使用
権原疎明書面
等

（資料１）

窓口における申請

審査結果判定

不交付



□ 自動車保管場所業務組織図

都道府県警察

警察署 警察署 警察署 警察署

（一部）

幹部交番

（資料 ２）




